
コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

1 

 

 2021 年 4 月 5 日 

株式会社オキサイド 

代表取締役社長(CEO) 古川 保典 

問合せ先： 取締役副社長(CFO) 管理本部長 山本 正幸 

 

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

当社は、「研究成果を社会に還元し、キーマテリアルを世界に向けて発信する」、「顧客へマテリアルソ

リューションを提供し、社会の発展に貢献する」、「単結晶を核とした製品を開発し、未来の市場機会を

創造し続ける」を経営理念に掲げ、当社の全てのステークホルダーを尊重し、株主価値の向上に努めて

おります。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

基本原則全てを実施しております。 

 

２．資本構成 

外国人株式保有比率 10%未満 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノロジ株式会

社 
335,000 7.4% 

株式会社日立ハイテク 280,000 6.2% 

ＮＴＴファイナンス株式会社 250,000 5.5% 

ＫＬＡ－ＴＥＮＣＯＲ（ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ）Ｐ

ＴＥ，ＬＴＤ 
205,000 4.5% 

古川 保典 200,900 4.4% 

ティー・ハンズオン１号投資事業有限責任組合 200,000 4.4% 

ＫＴ ＶＥＮＴＵＲＥ ＧＲＯＵＰ Ⅱ，Ｌ．Ｌ．

Ｃ． 
125,500 2.8% 

株式会社ニコン 125,000 2.8% 

レーザーテック株式会社 125,000 2.8% 

山梨中銀経営コンサルティング株式会社 122,500 2.7% 
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支配株主（親会社を除く）名 支配株主なし 

 

親会社名 親会社なし 

 

３．企業属性 

上場予定市場区分 マザーズ 

決算期 2 月 

業種 電気機器 

直前事業年度末における(連結)従業員数 100 人以上 500 人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

支配株主はございません。 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

特別な事情はございません。 
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Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査役会設置会社 

 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 8 名 

定款上の取締役の任期 1 年 

取締役会の議長 代表取締役社長 

取締役の人数 8 名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 3 名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている人

数 

1 名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

中村 二朗 他の会社の出身者    〇        

三尾 徹 他の会社の出身者      △      

為近 恵美 学者    △        

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 
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会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 選任の理由 

中村 二朗  当社株主及び取引先であるエ

ヌ・ティ・ティ・アドバンステク

ノロジ株式会社における業務執

行者であります。 

－ 

三尾 徹  社外取締役就任以前に、コンサル

タントとして当社から報酬を受

け取っておりました。 

－ 

為近 恵美 ✓ 社外取締役為近恵美は、過去に、

当社株主及び取引先であるエ

ヌ・ティ・ティ・アドバンステク

ノロジ株式会社における業務執

行者でありましたが、同社退職後

相当の期間が経過しております。 

技術系ベンチャー企業の

アントレプレナーシップ

研究等が専門分野となっ

ております。当社の業務執

行の適法性を監査するこ

とが期待できると判断し

ていることから選任して

おります。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委

員会の有無 

なし 

 

【監査役関係】  

監査役会設置の有無 設置している 

定款上の監査役の員数 4 名 

監査役の人数 3 名 

 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

 常勤監査役及び内部監査部門は、毎月定例の情報交流を行い、内部監査計画の進捗・実施状況の

確認を行うとともに、監査役会からの必要情報の提供を行っています。この情報交流を通じて得

られた情報で重要なものについては、監査役会において常勤監査役より報告がなされております。

この他、個別事項については、常日頃から必要に応じて適宜報告・連絡・相談するよう努めてお

ります。 

 常勤監査役は、内部監査の実施状況把握の一環として、内部監査人による事業部長・主要マネー
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ジャーの面談に立ち会い、直接各部門における実施内容・状況の把握を行う他、稟議書の閲覧監

査にも立ち会い、状況の確認を行っています。 

 常勤監査役は、月 1 回の社長に対する内部監査部門からの報告に同席し、当社の内部管理態勢の

適正性を客観的、総合的の評価し、抽出された課題等に対し改善に向けた提言やフォローアップ

を共有しております。 

 会計監査人と経理財務部門で行われる決算前の事前ミーティングには、監査役、内部監査部門も

同席し、決算に向けた課題等を共有しております。 

 年 1 回の会計監査人による社長に対する会計監査報告会に、監査役、内部監査部門も同席し、決

算事前ミーティングで共有した課題等の整理状況を三者で共有しております。 

 

社外監査役の選任状況 選任している 

社外監査役の人数 3 名 

社外監査役のうち独立役員に指定されている人

数 

3 名 
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会社との関係(１) 

氏名 属性 会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k l m 

中嶋 豪 他の会社の出身者              

小坂 義人 公認会計士              

金兵 正樹 弁護士              

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与 

 c.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 d.上場会社の親会社の監査役 

 e.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 f.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 g.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 h.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 

 i.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 j.上場会社の取引先（f、g 及び h のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 k.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 l.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 m.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 独立 

役員 

適合項目に関する補足説明 
選任の理由 

中嶋 豪 ✓ － 長年製造業の上場会社の

マネジメントメンバーと

して活躍し、当社の業務執

行の適法性を監査するこ

とが期待できると判断し

ていることから選任して

おります。 

小坂 義人 ✓ － 公認会計士としての豊富

な経験と専門知識を有し

ており、また上場会社の監

査役の経験もあって、当社

の業務執行の適法性を監
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査することが期待できる

と判断していることから

選任しております。 

金兵 正樹 ✓ － 弁護士としての豊富な経

験と専門知識を有してお

り、当社の業務執行の適法

性を監査することが期待

できると判断しているこ

とから選任しております。 

 

【独立役員関係】 

独立役員の人数 4 名 

その他独立役員に関する事項 

当社の取締役会では、金融商品取引所が定める独立性基準を踏まえ、独立役員となる者の独立性をその

実質面において担保することに主眼をおいて判断し、また取締役会において率直かつ活発な建設的検討

への貢献が期待できる人物を選定しております。 

 

【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の

実施状況 

ストックオプション制度の導入 

該当項目に関する補足説明 

 取締役 6 名に対してストックオプションとして、行使価格 1,100 円、権利行使株数 569,500 株、

権利行使価格ベース 626,450千円を支給付与しております。 

 個人別支給水準は、取締役在任歴、貢献水準を元に支給付与を決定しております。 

 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役(独立取締役を除く)、社外

監査役、従業員、その他 

該当項目に関する補足説明 

 付与対象者は、社内外取締役、社外監査役、従業員及び社外協力者です。 

 インセンティブ付与により一層のパフォーマンス向上を期待できるものと判断し、企業価値向上

に寄与する業務を中核メンバーとして担う者を対象としております。 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 あり 
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報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

各取締役の報酬等の額については、株主総会の承認額の範囲内にて、会社への貢献度、在籍年数、業

績への貢献度などを加味し、取締役会にて決定しております。取締役の報酬等の額の決定権限は取締役

会により代表取締役社長である古川保典に委任されており、取締役会は必要に応じて内容について確認

することが出来る仕組みとなっております。 

 当事業年度においては、取締役会は取締役の報酬等の額について報告を受けております。 

 

【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 

 社外取締役監査役へのサポートは、管理本部が担当しております。 

 経営情報の社外取締役及び監査役への伝達は、①隔週で開催する経営会議への参加、②四半期毎

開催している成長戦略会議への参加、③年 2 回開催の幹部社員との監査役面談、④社内各部門に

おける月次開催の定例ミーティングへの参加等を通じてタイムリーな情報伝達を図っておりま

す。 

 取締役会の資料は、原則 3 営業日前に送付し、十分な吟味をいただくこととしております。 

 業務対価としての報酬水準につきましては、 

➢ 常勤監査役は取締役に準じる水準として運用しております。 

➢ 他の社外取締役及び監査役の報酬は、月額 30 万円を目処に当社業務への投下時間等に対し

て個別に協議の上、決定しております。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 

 当社は、様々な事業環境の変化に対応するためにスピーディーで効率的な経営と内部統制のバランス

を重視しております。当社のコーポレート・ガバナンス体制は、以下のとおりです。 

 

a．取締役会 

 当社の取締役会は、議長を代表取締役社長・古川保典とし、常勤取締役・山本正幸、濱島統一、石橋

浩之、藤浦和夫の 4 名、社外取締役・中村二朗、三尾徹、為近恵美の 3 名の計 8 名で構成されておりま

す。取締役会は、当社の業務執行決定機関であります。取締役会については、原則、毎月 1 回の定期開

催と、必要に応じて臨時開催を行なっております。取締役会では、経営に関する重要事項についての意

思決定を行うほか、各取締役からそれぞれが管掌する分野における業務執行状況の報告を受け、取締役

の業務執行の監督を行うと共に、経営に関する諸問題の討議の場となっております。また、取締役会で

は、リスク管理規程に則り、業務執行上の様々なリスクについても討議されております。 

 

b．監査役及び監査役会 

 当社は、2019年 5月 31 日開催の定時株主総会時より、監査役会設置会社となります。当社の監査役

会は、議長を常勤監査役・中嶋豪とし、非常勤監査役・小坂義人、金兵正樹の計 3 名で構成されており
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ます。監査役会については、原則、毎月 1 回の定期開催と、必要に応じて臨時開催を行なっております。

また、監査役は当社の取締役会にも出席しており、取締役の業務執行の監督、監視を行っております。

当社の監査役は、3 名全員が社外監査役であり、それぞれ上場会社の経営経験者、公認会計士、弁護士

で構成されております。 

 また、会計監査人や内部監査室と綿密に連携を取りながら、監査基準の継続的な向上を図っておりま

す。 

 

c．会計監査人 

 当社は、太陽有限責任監査法人と監査契約を締結し、独立の立場から会計監査を受けております。 

  

d．内部監査室 

 当社は、代表取締役社長の直轄組織として内部監査室を設置し、内部監査専従者 1 名を配置しており

ます。内部監査規程及び内部監査計画に従い、独立した観点から内部監査を実施しております。内部監

査指摘事項は代表取締役社長へ報告された上で、被監査部門に対する改善指示を行い、業務効率向上や

内部統制強化を推進しております。 

 

e．コンプライアンス委員会 

 当社のコンプライアンス委員会は、委員長を代表取締役社長・古川保典とし、管理本部管掌取締役・

山本正幸、常勤監査役・中嶋豪、内部監査室長・坂田泰之、管理本部マネージャー・内田誠二、その他

代表取締役社長が必要と認めた者で構成されております。開催頻度としましては、原則、四半期毎であ

り、法令遵守規程にて定められた運営方法に従って法令遵守に関する諸問題について協議されておりま

す。 

 

f．経営会議 

 当社の経営会議は、議長を代表取締役社長・古川保典とし、常勤取締役・山本正幸、濱島統一、石橋

浩之、藤浦和夫、社外取締役・三尾徹、常勤監査役・中嶋豪、コアテクノロジ事業部長・廣橋淳二、シ

ンチレータ事業部長・中野目慎一、レーザ事業部長・岡直哉、管理本部統括マネージャー・深澤仁、事

業戦略本部統括マネージャー・名取美智、レーザ事業部統括マネージャ―・山下賢哉、管理本部マネー

ジャー・内田誠二、レーザ事業部マネージャー・今井信一、管理本部サブマネージャー・石坂美保にて

構成されております。開催頻度としましては、原則、月 2 回であり、経営会議規程にて定められた運営

方法に従って経営の諸問題について協議されております。 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

 当社は株式会社設立以来、監査役設置会社として企業活動を行い、その後、ガバナンスの強化を

図る為に監査役会設置会社へと移行いたしました。また、株式会社設立以来、指名委員会等設置

会社、監査等委員会設置会社など、新たな機関設計が会社法上可能となりましたが、監査役及び
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監査役会が独立した立場から取締役会を監査することが、業務執行の適正性確保に有効であると

判断し、監査役会設置会社のまま現在に至っております。 

 当社の監査役 3 名は、全員が社外監査役として過去の利害に影響を受けることなく、取締役会の

監督/監査にあたっております。加えて、社外取締役 3 名(うち 1 名は独立取締役)が、経営の意思

決定における影響力を発揮しており、通常時における経営陣の説明責任のチェック、有事におけ

る経営陣の暴走等の防止など安全弁として機能しております。 

 当社における社外取締役は、上記安全弁としての役割とともに、持続的な成長戦略の策定、推進

についての知見やアドバイスを期待され、実際にそうした機能を発揮していただいております。

特に上記の成長戦略会議での議論に節目や総括などの局面で、社外取締役 3 名の経験や知見が新

たな方向性やテーマ選定等に時に大きな影響を当てる局面が見られております。 
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Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

株主総会招集通知

の早期発送 

現時点においては株主総会招集通知の早期発送は行っておりませんが、株主様の

ご意向等を勘案し今後検討してまいります。 

集中日を回避した

株主総会の設定 

当社は 2 月決算であり、もともと株主総会の集中が少なくなってはおりますが、

今後も他社株主総会動向を勘案し、集中日を回避した株主総会の設定を心掛けて

参りたいと思います。 

電磁的方法による

議決権の行使 

現時点においては導入しておりませんが、株主様のご意向等を勘案し今後検討し

てまいります。 

議決権電子行使プ

ラットフォームへ

の参加その他機関

投資家の議決権行

使環境向上に向け

た取組み 

現時点においては導入しておりませんが、株主様のご意向等を勘案し今後検討し

てまいります。 

招集通知(要約)の英

文での提供 

現時点で、招集通知(要約)の英文での提供は予定しておりませんが、外国人株主

比率が高い場合は検討してまいります。 

その他 オンライン総会の開催を検討しております。 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ー ポ リ シ ー の 作

成・公表 

ディスクロージャーポリシー作成し、当社のホームページ上

で公表する予定です。 

 

個人投資家向けに

定期的説明会を開

催 

個人投資家向け説明会の実施を計画しております。 あり 

アナリスト・機関投

資家向けに定期的

説明会を実施 

四半期決算及び年度決算終了後の決算説明会を定期的に開

催する予定です。 

あり 

海外投資家向けに

定期的説明会を開

催 

現時点で、海外投資家向けの定期的説明会は予定しておりま

せんが、外国人株主比率が高い場合は検討してまいります。 

あり 
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IR 資料をホームペ

ージ掲載 

決算情報、決算以外の的次回情報、有価証券報告書又は四半

期報告書、会社説明資料、コーポレート・ガバナンスの状況、

株主総会招集通知をホームページに掲載する予定です。 

 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

担当役員：取締役副社長 管理本部長山本正幸 

担当部署：管理本部総務グループ 

事務連絡責任者：管理本部総務グループマネージャー内田誠

二 

 

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

ステークホルダーの権利・立場や健全な事業活動倫理を尊重する企業文化・風土

を醸成することを目指した「企業行動規範」を制定し、その行動規範を全社員で

遵守することで、ステークホルダーとの適切な協働を担保することに努めます。 

環境保全活動、CSR

活動等の実施 

当社は上場会社としての高い倫理観を持ち、社会・環境問題をはじめとするサス

テナビリティについて、当社が果たすべき社会的責任を認識し、積極的に取り組

む方針です。 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

法令等に基づく開示を分かり易く、タイムリーに株主様に伝達するとともに、非

財務情報についても可能な限り積極的に開示を行うこととします。 

その他 当社は、「研究成果を社会に還元し、キーマテリアルを世界に向けて発信する」、

「顧客へマテリアルソリューションを提供し、社会の発展に貢献する」、「単結晶

を核とした製品を開発し、未来の市場機会を創造し続ける」を経営理念に掲げ、

当社の全てのステークホルダーを尊重し、株主価値の向上に努めております。 

 

 

Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、企業経営の透明性及び公平性を担保するため、内部統制に関する基本方針を制定しておりま

す。また、内部統制システムが有効に機能していることを確認するため、内部監査室による内部監査を

実施しております。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

当社の代表取締役社長である古川保典は、かねてより反社会的勢力と絶対に付き合わないという信念

を有しておりますので、現在までに反社会的勢力との関係は一切ありません。また、このような信念の
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持ち主であることから、取締役会を始めとする社内会議等において、折に触れ、自ら注意喚起を行って

おります。 

その結果、当社の各種取引先との取引開始時には、日本経済新聞社が提供する日経リスク・アンド・

コンプライアンスによる記事検索、外部の調査機関の活用及び取引金融機関・取引先等からの風評等の

信用調査を必ず収集するよう規程を整備した上で取引開始を実行するなど、営業体制を確立しておりま

す。 

また、警察や関係機関等により開催される反社会的勢力に関するセミナー等には、管理本部の社員を

中心に参加するよう努めており、意識の徹底とともに情報収集にも取り組んでおります。 

排除・防止体制としては以上ですが、万一に備えて、所管警察署の相談窓口との関係強化や顧問弁護

士のシミュレーションを通じた緊急体制の構築を実施しており、公益財団法人山梨県暴力追放運動推進

センターに参加しております。 

 

Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

該当項目に関する補足説明 

当社では、現在のところ買収防衛策の導入予定はありません。 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

当社では、ディスクロージャーへの積極的な取組みをコーポレート・ガバナンスの一環として位置づ

けております。株主等が必要な情報を的確なタイミングで取得することにより、当社のステークホルダ

ーの利益が保護され、適切な投資判断等が行われることが重要と考えております。 

当社は、業務の特性から、法的リスクや業界内での市場動向が事業に大きく影響することが予想され

るため、その関連情報の収集、分析には組織的に対応すべく、事業戦略本部が中心となって市場動向の

把握に注力しております。 

収集された情報は、適宜、適時開示責任者及び適時開示担当部門に共有され、所要の検討・手続きを

得たうえで公表すべき情報は、適時に公表されることとされております。 

また、社員に対する周知・啓蒙については、経営者のディスクロージャーへの取り組み方針や、開示

情報の項目等については、インサイダー取引防止策とともに、月次の全社ミーティング、各種社内研修、

全社員会議等で随時情報共有、教育しております。 

適時開示担当部門においては、金融商品取引法、適時開示規則について社内勉強会の実施、専門誌の

購読等により情報収集と蓄積を行っており、今後も継続して。知識習得に努めて参りたいと思います。 
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【模式図(参考資料)】 

【コーポレート・ガバナンス体制】 

 

 

【適時開示体制】 

 

 

以上 


